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1、 はじめに
　現在の日本では、化粧品を使用する人々の若年齢化が進んでいます。しかしその一方で少子高齢化が進行しているという現実もあります。
　そうした日々変化する美容市場において、何故資生堂が業界のトップを維持し続けることが出来るのかに興味を持ち、研究しました。
２、企業概要

　まず資生堂の概要ですが、1872年に創業し、今年で136年になります。当初は日本初の洋風調剤薬局でした。創業者がパリ万博へ行って、いろいろな文化に触れ、それらを日本に普及したいと考えました。そして、新しいもの、違う文化を融合し、新しい価値を創造するため、資生堂を開業しました。「資生堂」という名称の由来は、中国の古典『易経』の一節「万物資生（ばんぶつとりてしょうず）」という言葉にあります。
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３、化粧品業界について
化粧品業界は、３分野に大別できます。シャンプー・リンスなどの頭髪用化粧品、化粧水・ 乳液などの皮膚用化粧品、ファンデーション・口紅などの仕上げ用化粧品で、全売上の約95 ％を占めています。また、化粧品業界の販売形態は主に４つあり、１つ目は自社が販売店を持つ形態で、小売店へ美容部員を派遣し、消費者と対面販売するスタイル。該当する企業では資生堂、花王などが挙げられます。２つ目は、訪問販売を主体とする形態で、ポーラ化粧品本舗、ノエビアなどが挙げられます。３つ目は、マンダムなど卸経由で商品を小売店に出荷する企業、４つ目はファンケル、DHCなど 通信販売が主体の形態です。

４、業界全体における資生堂のシェア率
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上の図は200７年度の化粧品業界のシェアをグラフにしたものです。化粧品出荷額は約１兆5000億円です。200７年度の化粧品業界シェアでは、資生堂が１位、花王が２位、コーセーが３位、ポーラが４位でした。

化粧品業界は「化粧品人口の増加」や、「流通の変革」、「消費者のニーズの多様化」により発展を遂げてきました。しかし、消費者のニーズは常に多様化し、現状維持では業界で生き残れないため、化粧品各社、経営戦略により力を注ぐ必要があります。
５、戦略

資生堂は、大正１２年に「連鎖店制度」を打ち出し、定価販売の励行、連鎖店との専属的な取次契約によって次第にシェアを伸ばしていきました。アメリカのチェーンストア制度をいち早く導入したもので、化粧品業界では画期的なものでした。

　このシステムは、昭和２８年に独禁法の適用除外として、再販価格維持が認められたこともあり、急速に拡大し、流通の系列化が進みました。資生堂は、系列化を促進するために、美容部員の派遣とコーナー制度をたくみに利用してきました。美容部員は、美容相談が派遣の主要目的ですが、同時に、販売促進と価格維持の監視役として機能してきた側面もあります。
　コーナー制度とは、販売店（チェーン店）内の一定のスペースをメーカーが占有する制度で、販売効率の良いコーナーの設計をメーカーが行い、陳列ケース、販売用具、ウインドー、装飾材料、照明器具などを提供する仕組みです。販売促進が目的ですが、物理的に他社製品を排除することにも貢献しています。

　こうしたきめ細かい援助で、小売店は、売り場作りも販売員も、メーカーに頼る傾向にあり、特に大多数を占めるパパママストア的な化粧品店は、自主性を失い、メーカーに「おんぶにだっこ」の性質を持っています。

　資生堂は消費者の組織化を行っています。これは、チェーンストアで会員誌や景品を配布したり、美容講習会や催物へ招待したり、特典を提供するもので、資生堂社の花椿会は、ピーク時の会員数は、約1,300万人ともいわれており、歴史も昭和12年設立と古く母娘代々会員も多いです。花椿会とは、他の化粧品会社との差別化を図るために行われた消費者組織で、資生堂社の企業文化の刷り込みを主な目的としており、その結果、固定客の確保に成功しています。
資生堂社は、広告・販売促進面でも卓越した力を発揮してきました。シーズン・キャンペーンでは、外国人的な美人をイメージタレントとして育てたり、ＣＭソングをヒットさせるなど、優れた広告、組織的なプロモーションで、巧みに流行を演出してきました。例えば最近の化粧品、マキアージュの例を挙げますと、このCMでは、様々な世代の多様な価値観や個性を実現できるブランド、ということで、同世代から絶大な支持を受けているタレントからその多様さを代表できる人を複数起用し、それぞれが単なるイメージではなく、実際に生活している人、としてそれぞれに役柄をあたえてドラマ仕立てでストーリーを展開することにより、ターゲットにより共感・実感してもらえることを狙っています。このタレントには、30代・ナチュラル系として篠原涼子、20代後半・クール系として伊東美咲、20代半ば・キュート系として蛯原友里、20代前半・モード系として栗山千明の4人を起用し、それぞれ篠原がエディター、伊東がウエディングプランナー、蛯原が花屋の店員、栗山がタクシー運転手という、多様な価値観でイキイキと生きる女性を演じています。ドラマの舞台は東京とし、そこで積極的に生活している姿を見せることで、海外に対する憧れよりも、今の日本の良さを理解・再発見し、外国ブランドとのイメージの一層の差別化と独自性の確立を目指しています。こういった、季節ごとに資生堂社の創り出すイメージが、戦後の女性文化史を形成してきたと言っても過言ではありません。 

こうしたキャンペーンは、資生堂社の製品群の拡充にも貢献しており、キャンペーンに合わせて次々と高級品を市場に投入してきた結果、現在では価格帯で隙間のない製品ラインが形成されています。

新規参入メーカーは製品数に限りがありますが、化粧品の場合、洗顔から仕上げまでラインナップで同じメーカーの製品が選ばれることが多く、単一商品のメーカーはそれが弱みになる傾向があります。 
資生堂社のフルライン製品群を支えているのは、消費者を年齢によって細分化し、使用意識、使用目的、使用量などをキメ細かくウォッチした化粧ステージ別市場戦略にあります。また、消費者が買いやすい価格帯から高級品へ移行するように価格帯を設定して商品特性をつくる商品政策も、フルライン政策を実質的に支えています。 

６、海外進出　～フランスと中国～

　海外進出に伴い、資生堂は、海外市場専用ブランドを作り、特に「日本」を強く意識させ、強調させるブランド製品を作りました。

フランスにおいて資生堂は「上質で高級なブランド」という地位を築いています。そしてフランスの階級社会にマッチしたプレステージ戦略を取り、富裕層を最初のターゲットとし、その結果、今の地位を揺るぎないものとしました。

　このフランス進出の影響が、それ以前から進出していたイタリア、アメリカ、中近東、中国にまで及び、プレステージ戦略が海外進出に有効であることが示されました。ヨーロッパでプレステージ戦略・ブランドを実践している企業は多くはありません。

　今、フランスにおいては地位の現状維持であり、海外進出の焦点は中国にあります。

　世界の化粧品の市場規模は1位EU、2位アメリカ、3位日本ですが、中国市場が日本に迫りくる勢いです。
当時、中国では化粧行為が普及していなかった為、限られた人しか化粧品を買っていませんでした。そこで、テレビで美容のPR番組を放映し、化粧行為の意味やノウハウを伝えたことにより、化粧品に対する関心に大きな効果をもたらしました。

　そして１９９４年に資生堂ブランド初の商品が出て、中国における最高レベルのプレステージブランドのひとつとして、大半の百貨店において化粧品売上げ1位を獲得しています。中国人にとって、「信頼感のある高級ブランド」として、「資生堂ブランド」が圧倒的に支持されたのです。外資企業を含め、専門店専用ブランドを展開し、実際に売り場開発をしているところはまだ他にないといいます。

　７、考察と展望

資生堂は、国内に名前を浸透させているだけでなく、海外、特にフランスや中国で最高ブランドの地位を確立し、かなりの影響を与えていることを感じました。

顧客を獲得するための効果的なプロモーションを行っていることが、資生堂の高い地位を築くに至っている要因ではないでしょうか。

今後は、日本では現状を維持しつつ、中国などにおいて顧客を更に増やし、まだ進出していない国へと手を広げていくと思われます。
2005 年度～07 年度の3 ヵ年計画において、国内では、販売戦略や広告戦略、メガブランドに代表されるブランド革新を行い、一方海外においては、中国を中心とした売上の拡大を推進してきました。その結果、アジアにおいては、中国・香港・シンガポール・タイ・台湾で第1位のシェアを占めています。これまでの3 年を経て、資生堂は、世界市場で競合他社と戦うスタートラインに就くことができたと考えられます。
　このことから、今後の展望としては、「アジアでの存在確立」が進み、その上で「未進出の国への事業展開」が行われるのではないでしょうか。

　今までの中国やフランスなどはもちろん、中国、フランス以外の新興市場についても、将来に向けた事業モデルの構築に取組み、持続的な成長確保とシェア拡大を図ると思われます。また、国内においても、現在の地位を維持しつつ、商品や戦略だけでなく、心まで豊かにするサービスの徹底を図ると思われます。

　８、参考文献
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